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はじめに

　図書館には各館種の図書館の専門的業務を行う専
門職員が必要であるが，わが国で法律にもとづいた
資格制度があるのは，図書館法で定められた公共図
書館の専門的職員である司書のみである。そのため，
1950 年に図書館法が制定されてから今日に至るま
で，日本図書館協会（以下，日図協という），大学基
準協会等いくつかの機関・団体が館種別図書館職員
を養成するための図書館学教育の基準・科目案（以下，

科目案という）を検討し，作成・発表してきた。し

かし，いずれも科目案を実際に用いた上での館種別
図書館職員の養成を行うまでには至っていない。
　1963 年 5 月に図書館教育セミナー（以下，セミナ

ーという）が開催され，図書館学教育におけるコア・
カリキュラムについて検討されたが，これまでセミ
ナーとセミナーが示したコア・カリキュラム（以下，

セミナー案という）についての詳細な検討は行われ
ていない。神本光吉（法政大学）は，1972 年にセミ
ナーの目的とセミナー案の紹介をしているが，セミ
ナー案についての詳細な検討は行っていない1）。戦
後に作成・発表された図書館学教育の科目案につい
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て今後検討する上で，1963 年当時検討された図書
館学教育におけるコア・カリキュラム，それに関す
る考え方を検討することは重要である。
　本稿の目的は，1950～1960 年代の図書館学教育
のコア・カリキュラムに関する議論，セミナー，セ
ミナー案の内容を，次にそれらの意義と課題を明示
することによって，当時の図書館学教育におけるコ
ア・カリキュラムに関する考え方を明らかにするこ
とである。これらの考え方は，今後の図書館学教育
におけるコア・カリキュラム作成において重要であ
る。従って，研究課題を次のように設定する。

（1）�　1950～1960年代までのコア・カリキュラム
に関する議論はどのようなものか。

（2）　セミナー，セミナー案はどのようなものか。
（3）�　セミナー，セミナー案の意義と課題はどの

ようなものか。

　研究方法としては文献調査を用いる。1950～1960
年代の図書館学，司書に関するカリキュラムに関す
る文献を網羅的に収集・整理し，1950～1960 年代
の図書館学教育におけるコア・カリキュラムに関す
る考え方を明らかにする。藤川正信（慶應義塾大学）

が 1967 年にセミナーとセミナー案に関して述べて
いるので，これを分析する2）。その後，セミナーの
コア・カリキュラムに対する考え方と実際にコア・
カリキュラムを検討している科目案とを比較・分析
する。
　論文の構成は次の通りである。第 1 章では，今日
までの科目案に関する経緯を明示した上で，1950～
1960 年代の図書館学教育におけるコア・カリキュ
ラムに関する議論について明らかにする。第 2 章で
は，セミナーとはどのようなものか，第 3 章では，
セミナー案とはどのようなものかを明らかにする。
第 4 章では，セミナーでのコア・カリキュラムに関
する考え方を明らかにし，主にその後に発表された
科目案と比較・分析する。第 5 章では，1950～1960
年代の図書館学教育におけるコア・カリキュラムに
関する議論の意義と課題，セミナーおよびセミナー
案の意義と課題を考察し，第 6 章で結論を述べる。

1．経緯と議論

1. 1　図書館学教育科目案の経緯
　戦後約 60 年間に作成された科目案のうち，司書
資格のための講習科目，コア・カリキュラムに関連
する科目案の経緯，1950～1960 年代のコア・カリ
キュラムに関連する議論について，二つの時代に区
分して概観する。時代区分は，司書を養成するため
の講習科目（以下，講習科目という）の制定・改定を
基準として行った。
（1）第 1期（1950～1965 年）
　図書館法制定前の 1950 年に大学基準協会から分
科教育基準として「図書館員養成課程基準」が発表
された3）。
　1950 年に図書館法が制定された。これに伴い，
図書館法施行規則により，講習科目 15 単位が定め
られた。大学基準協会が「図書館員養成課程基準」
を改定して，1954 年に「図書館学教育基準」を発
表した4）。藤川正信は，1958 年に公共図書館だけ
に限定しない図書館職員養成のための私案を提案し
た5）。
　1963 年 4 月に日図協が図書館学教育改善委員会

（以下，改善委員会という）を設置した6）。5 月に図書
館教育セミナーが開催され，図書館学教育における
コア・カリキュラムについて検討された7）。浜田敏
郎（慶應義塾大学）は，7 月に当時の科目案の問題点
を指摘した上で，基本的科目を提案した8）。1965 年
6 月に改善委員会が「図書館学教育改善試案」（以下，

委員会試案という）を作成し，発表した9）。委員会試
案の中でコアとなる共通的科目（必修科目 20 単位）

が発表された。1967 年 1 月に，藤川がセミナーで
検討されたセミナー案をまとめ，発表した10）。
（2）第 2期（1968 年～）
　1968 年に講習科目の 1 回目の改定が行われ，単
位数は 4 単位増加し，19 単位となった。
　1997 年に講習科目の 2 回目の改定が行われ，単
位数は 1 単位増加し，20 単位となった。
　2003～2006 年に「情報専門職の養成に向けた図
書館情報学教育体制の再構築に関する総合的研究」

（Library and Information Professions and Education 
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Renewal, 略称：LIPER）が行われた。その一環として，
「図書館情報学教育改革案」（以下，LIPER 案という）

が作成され，2006 年にこの科目案を含んだ「情報
専門職の養成に向けた図書館情報学教育体制の再構
築に関する総合的研究」最終報告書（以下，LIPER

報告書という）が発表された11）。LIPER 案を作成す
る上で，図書館学教育におけるコア・カリキュラム
について検討されている。同年「これからの図書館
の在り方検討協力者会議」が文部科学省に設けられ
た。その会議で司書資格取得のための大学において
履修すべき「図書館に関する科目」について検討さ
れ，2009 年に履修科目が制定された。単位数は 4
単位増加し，24 単位となった。

1. 2　�1950～1960 年代のコア・カリキュラムに関す
る議論

（1）1950 年代
　藤川正信は，1958 年に図書館学教育におけるコ
ア・カリキュラムを設定したとは言及していないが，
私案として次の一覧表を示している（以下，藤川私

案という）12）。一覧表には目的・内容と理由が付さ
れているが，ここでは科目名のみを列挙する。

I ．必修科目

A．概論（要論・総説）

B．記録及びその収集の歴史

C�．分類法　1．分類理論　2．分類法比較研究　3．分類

表使用

D�．記録法・検索法　1．目録・書誌　2．索引　3．抄録・

注解　（4．機械利用）

II．選択科目

　α群

　　A．人文科学文献

　　B．社会科学文献

　　C．理論科学文献

　　D．応用科学・産業文献

　　E．児童文献

　β群

　　A．視聴覚資料

　　B．古文書

　γ群

　　A．公共図書館

　　B．学術・調査図書館

　　C．学校図書館

　　D．児童図書館

　　E．特殊図書館

　δ群

　　A．写真複製法

　　B．編集・印刷法

　　C．調査法

　　D．建築法

　一覧表を示すにあたって，次の 4 点が考慮されて
いる。①必修科目と選択科目とは区別する。②選択
科目は，大学における他学部・学科の科目も履修ま
たは聴講でき，主題分野に関してまとまった知識を
得られるようにする。③館種別の図書館の要求に応
えるために，各々の特徴を管理・運用面で捉える。
④ドキュメンテーションは扱わない。ただし機械的
知識は別に科目を設けてもよい。
　単位数は示されていない。必修科目の A, B は初
年度に，C, D は次年度に履修されることが設定さ
れており，最低 2 年を必要としている。一般教養課
程および専門科目中の学生が興味を持つ科目の履修
が許可されることを前提としている。図書館学専攻
学生は 3 ヶ国語以上の外国語の修得が望ましいと述
べている。選択科目のγ群に，公共図書館，学校図
書館の科目を定めていることから，館種別の図書館
職員養成をめざしていたことがわかる。δ群に写真
複製法，建築法が設けられており，幅広い科目設定
が行われている。図書館界において藤川私案に対す
る意見は確認できていない。
（2）1960 年代
　浜田敏郎は，1963 年 7 月に当時の図書館学の科
目案を検討した場合，次の三つの問題があると指摘
している。①未だに実務教育的内容が強い。②科目
相互の調整がうまくいっていない。③原理的要素が
不明で必然的に応用性に欠けている。図書館学教育
におけるコア・カリキュラムを設定したとは言及し
ていないが，上の 3 点の問題点から，次のような基
本的科目を設定している（以下，浜田私案という）13）。
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　図書館学の科目内容

1．コミュニケーション（再生伝達の基礎として必要）

　�コミュニケーションの要素，過程，種類，各要素の分析，

再生伝達とコミュニケーション，心理，論理，言語，

社会学等とコミュニケーション

2．情報探索（再生伝達の準備段階）

　情報の探知，評価，入手法

　情報提供機関及び個人の探索

　�2 次資料の探索，1 次資料の探索，不定着情報の探索，

研究・調査法。

　〔応用面：レフアレンス・サービス，図書選択〕

3．資料作成（単位再生伝達媒体の作成）

　記録法：筆記，出版，造本，撮影，情報構成法（構文），

　記述の規格化，翻訳法，複製法

4．資料群の組織（高次の再生伝達）

　a．資料自体の組織

　　�再資料化，資料保管法，編成法，所在指示法（請求

記号）

　b．資料情報の組織

　　�検索方式の種類と特性，検索用媒体における資料情

報についての記録，標目（各種標目，書誌分類，コ

ード等）。参照，検索用媒体の編成。

　　�〔応用面：目録法，索引法，図書や雑誌の巻末の索引

作成，その他 2 次資料の作成，機械的検索法〕

5．�情報管理（再生伝達の経営管理的観点）図書館管理，

文書管理等を含む。

6．実習

　�図書館のみならず，調査，出版活動の盛んなところで

実習することが望ましい。

　単位数は示されていない。特に館種名を含んだ科
目名が設定されていないが，公共図書館に限定しな
い館種を越えた科目の設定が行われている。対象学
年，履修する期間も示されていない。コミュニケー
ションという新しい観点での科目設定が行われ，心
理，論理，言語，社会学等といった図書館学以外の
学問との関わりも示している。「情報」に関する科
目設定が行われている。実習では図書館に限定せず
に，出版，調査を知る機会としても設定されている。
藤川私案を受けた上での意見，ほぼ同じ時期に開催

されたセミナー，セミナー案に関する浜田自身の意
見は述べていない。図書館界において浜田私案に対
する意見は確認できていない。

1. 3　まとめ
　戦後図書館法が制定されてから今日に至るまで，
機関・団体が発表した科目案において，コア・カリ
キュラムが検討されたのは，セミナー案，委員会試
案，LIPER 案の 3 案である。
　1950〜1960 年代のコア・カリキュラムに関する
議論は，藤川と浜田のみで，活発な議論は行われて
いない。藤川は 1950 年に講習科目が制定されその
8 年後に私案を発表し，浜田はその 5 年後に私案を
発表しているが，これら二つの私案に対する議論は
その後も行われていない。
　どちらの私案にも，単位数は設定されていない。
共に公共図書館に限定しない館種を越えた科目設定
が行われている。写真複製法，建築法，心理学，社
会学といった他の学問に関係する科目を設定するこ
とで，学問としての広がりを持たせようとしている。

2．図書館教育セミナー

　本章では，藤川によってまとめられたセミナーに
ついての論文（1967）をもとに14），セミナーの目的，
出席者，その後の動き，議事録・発表の方法につい
て明らかにする。

2. 1　目的
　セミナーは，1963 年 5 月に日本の図書館事情視
察のためにレスター・アシェイム（Lester Asheim，

アメリカ図書館協会）が来日したことを契機に，裏田
武夫（東京大学）と福田直美（国際文化会館図書館）

の提案にもとづき，箱根において 2 日間にわたって
開催された。当初の目的は，日本における図書館学
教育の現状を再認識することと，それまでに問題と
されながら本質的な討議が十分に行われてこなかっ
たコア・カリキュラムについて意見交換し，問題を
明らかにすることの 2 点であった。しかしながら，
専門職としての図書館職員の資質について論ずるに
は，専門職に対する共通の概念やコア・カリキュラ
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ムの概念が一致しなければ，図書館学教育に一定の
基準を示すことは不可能として，討議の焦点が専門
職に対する認識の再検討，コア・カリキュラムの概
念の明確化とその構成方法の 2 点に絞られた。

2. 2　セミナー出席者
　セミナーの出席者は 18 名で，アルファベット順
に記載されている。チェアマンを裏田武夫，記録を
堀内郁子（慶應義塾大学）が担当し，オブザーバー
として，河野徳吉（日本電信電話公社図書館），ドロ
シ ー・ス ポ フ ォ ー ド（Dorothy Spofford，前 東 京

ACC）が参加した。なおアシェイム以外は所属先が
掲載されていないため，調査して付記した。所属先
のわからないものは所属不明とした。

チェアマン　 裏田武夫（東京大学）

オブザーバー 河野徳吉（日本電信電話公社図書館）

　　　　　　 �Spofford, Dorothy（前東京 ACC・所属不

明）

記録　　　　 堀内郁子（慶應義塾大学）

Asheim, Lester（アメリカ図書館協会），藤井和夫（所属

不明），藤川正信（慶應義塾大学），福田直美（国際文化

会館図書館），後藤純郎（日本大学図書館），浜田敏郎（慶

應義塾大学），岩猿敏生（京都大学図書館），前島重方（國

学院大学図書館），長沢雅男（慶應義塾大学図書館），中

村初雄（慶應義塾大学），小倉親雄（京都大学），沢本孝

久（慶應義塾大学），津田良成（慶應義塾大学医学部北里

記念医療図書館），渡辺茂男（慶應義塾大学）

　表 1 は，出席者の所属先を教員，図書館職員とで
分類したものである。アシェイムはアメリカ図書館
協会所属であるが，日本の図書館学教育の現状とい
う観点から「所属不明その他」に分類した結果，教
員 8 名，図書館職員 7 名となり，教員の方がやや多
い。慶應義塾大学関係者が多く，教員 6 名，図書館

職員 2 名で，出席者の約半数を占めている。表 2 は，
セミナーに出席した図書館職員の内訳を示したもの
である。大学図書館 5 名，専門図書館 2 名で，公共
図書館，学校図書館の職員は出席していない。出席
者の 7 割を大学教員，大学図書館職員が占め，私案
を発表した藤川，浜田共にセミナーの出席者である。

2. 3　その後の動き
（1）セミナーとしての活動
　セミナーは 1963 年 5 月 11 日・12 日の 2 日間で
終わったが，セミナーとしての意見を総括できなか
ったため，後日改めて討議を続け，その内容を発表
することとなった。1963 年 9 月から 1964 年の 1 月
まで国際文化会館において 5 回の会合が持たれ，そ
の内容をまとめると次の通りとなる。

①現状から見た図書館職員の養成活動の概観
②現状解釈と問題点の把握
③専門職教育の理念と現実
④各専門教育教授上の要点

　藤川が 1967 年 1 月にセミナーとセミナー案につ
いての論文を発表した。 
（2）議事録
　セミナーでは，出席者が提出した資料にもとづき，
自由な討議が行われ，録音された。その録音された
内容をもとに議事録が作成されたが，討議の大部分
が英語で行われ，多岐に亘る立場から発言されたこ
とにより，セミナーとしての意見の総括は非常に困
難であった。藤川自身も，「複雑多岐にわたり，し
かも幾つかの異なった意見が表明されることもあっ
た討議内容を，個人として客観的にまとめ上げるこ
とは至難の業である」と述べている。当該論文（1967）

は，セミナーの議事録とその後の討議の内容をもと
に藤川自身がまとめたものである。

教員 図書館
職員

所属不明
その他 合計

セミナー
出席者数 8 7 3 18

表 1　図書館教育セミナー出席者の内訳

公共
図書館

大学
図書館

学校
図書館

専門
図書館 合計

セミナ
ー出席
図書館
職員数

0 5 0 2 7

表 2　図書館教育セミナーの図書館職員の内訳
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2. 4　まとめ
　セミナーの出席者は合計 18 名で，先に述べたよ
うに大学関係者（大学教員 8 名・大学図書館職員 5 名）

が 7 割を占めている。その立場は，国立大学教員，
私立大学教員，国立大学図書館職員，私立大学図書
館職員，専門図書館職員と様々である。さらに図書
館職員養成に関する問題点もあるために，それぞれ
の意見を総括し，セミナーとしての意見をまとめ，
発表することは非常に困難であったことが推察でき
る。セミナー出席者の約半数が，公共図書館の専門
的職員である「司書」を養成している大学教員であ
る一方で，公共図書館の図書館職員が皆無であるこ
とから，セミナーの当初からの目的は，公共図書館
に限定しない，館種別の図書館職員養成を目的とし
たコア・カリキュラムに関する討議であった可能性
もある。

3．図書館教育セミナーのコア・カリキュラム

　本章では，引き続き藤川論文（1967）15）をもとに
セミナー案の内容について明らかにする。

3. 1　藤川のめざすコア・カリキュラム
　セミナーとしてのコア・カリキュラムを発表する
前段階として，藤川は 1967 年にセミナーでの議論
をもとに図書館学教育におけるコア・カリキュラム
に関してまとめている（以下，藤川提言という）が，
次の 5 点に示すことができる。なお，第 4 章で参照
するために項目末尾に（A）～（E）の記号を付す。
（1）コア・カリキュラムを編成するためには何が

コア（中核となる枢要な要素）となるかの規定が
先ず必要である（A）。

（2）基礎的知識，原理，方法が教育学の構成を成
しているように，図書館学においてもこの3要
素は必要である（B）。

（3）単位数，施設，教員数が満足されていなけれ
ばならない（C）。

（4）講習科目15単位の講義構成を否定することが
重要である（D）。

（5）コアとみなされるものが基礎的で不可欠なも
のである限りは，応用的側面，細部事項は除外

してよい（E）。
　（1）は，コア・カリキュラム，図書館職員を養成
するための科目を作成する上で重要である。（2）は，
図書館職員養成の科目案が定まらない状態の中では，
これら 3 要素は必要である。（3）は，図書館職員養
成のための科目案であると同時に，基準を定める目
的でもある。（4）は，第 2 章で述べたように，公共
図書館の専門的職員である司書のみを養成するので
はなく，館種別の図書館職員の養成をめざしていた
ことが窺える。全体的に，コア・カリキュラムより
も図書館職員を養成するための基準の意味が強い。

（5）では，まずコアとみなされる項目を作成してか
ら応用的な項目や細かい部分を考えていくという図
書館学教育のカリキュラムを作成する上での考え方
が示されている。

3. 2　「図書館学教育基準」
　先の 5 点（3.1 参照）を踏まえて，藤川（1967）は
大学基準協会の「図書館学教育基準」16）を検討して
いる。本節では，「図書館学教育基準」を引用し，
その概要を明らかにする。

「図書館学教育基準」

注意　（一）この分科教育基準は、特に必要のない限り ｢

大学基準｣で制定している部分を省いているから、必ず「大

学基準」を参照すること。

（二）この分科教育基準は、一般的標準を表わしたもので

ある。

一、目的

　�図書館学教育17）はあらゆる図書館の機能達成及び活動

に対し必要適切な学術を教授研究し、併せて社会の進

展に資するための応用能力を展開せしめることを目的

とする。

二、授業科目及びその単位数

　1　専門科目

　　イ、専攻科目はこれを左の四部門に分ける。

　　（一）基礎部門　六単位以上

　 　　　�（図書館学概論、コミュニケーションと図書館、

青少年と図書館、図書館史等）

　　（二）資料部門　八単位以上
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　 　　　�（図書選択法、調査及び書誌的資料、読書とそ

の資料、視聴覚資料等）

　　（三）整理部門　八単位以上

　 　　　�（図書目録法、図書分類法等）

　　（四）管理部門　六単位以上

　 　　　�（図書館組織・経営、図書館施設・建築、図書

館対外活動等）

　　ロ、�関連科目は広く人文・社会・自然・応用科学の

諸科目から選択して設定する。

　2　�専攻科目は各部門を通じて合計三十八単位以上履修

しなければならない。

　3　実習、演習は必ず行うものとする。

三、専攻科目担当の専任教員

　最少限四名を置く。その他適当数の助手を置くものと

する。

四、施設

　授業、研究、実習に不可欠の専用図書室（児童、青少

年用の集書を含む）を完備し、学内外の協力図書館と相

待つて、専門教育の効果を促進するよう運営するものと

する。その他必要な展示材料、視聴覚器材、整理作業用

器材等を備えるものとする。

備考　本基準は図書館学科18）に於ける教育を対象とする

ものである。

　「目的」に「あらゆる図書館の機能達成及び活動」，
「備考」にも「図書館学科に於ける教育を対象とする」
ことが明記されていることから，公共図書館の専門
的職員である司書に限定しない，館種別の図書館職
員の養成をめざしている。他方，「大学図書館」「学
校図書館」といった館種名を含む名称の科目は設け
られていない。専門科目は，基礎部門，資料部門，
整理部門，管理部門の 4 部門が設定されている。総
単位数（38 単位以上），各部門の合計単位数は示さ
れているが，科目名の例示のみで，各科目の単位数
は示されていない。「関連科目は広く人文・社会・
自然・応用科学の諸科目から選択して設定する」と
あるように，図書館に関する科目だけではなく，そ
の基礎となる幅広い様々な知識を持つことが重要と
されている。実習，演習は必ず行うこと，教員数（4

名），専用図書室の設置，学内外の協力図書館との

連携，必要な材料・器材の整備が定められている。

3. 3　「図書館学教育基準」の検討・必要事項
　セミナーが考える「図書館学教育基準」に対する
検討・必要事項を整理すると，次のようになる。
（1）部門全体，個々の部門に関する検討・必要事項

①4部門間に体系的関連がない。
②資料部門と整理部門の乖離の検討
③資料部門
　�書誌的資料，調査研究資料の単位の少なさを検

討
④整理部門
・分類，目録のみに重点が置かれている点を検討
・�検索原理が分化して具体化する過程や，コード，

コーディングという共通的要素が分離している
点を検討
・�ファイル・ファイリングに関する科目がない点

を検討
⑤管理部門
　�原理的アプローチにもとづいた上で，図書館の

組織と管理に入っている点を検討
（2）「基礎部門」に関する検討・必要事項

①弾力性
②入門と総決算の区別
③�通常の学問領域にある，概論─演習─特殊とい

うパターンが，図書館学についても当てはまる
かの検討

④実務と理論の関連の説明についての検討
⑤�図書館学のアカデミック・バックグラウンドの

検討
⑥�ドキュメンテーションの技術，情報科学との関

連の扱いの検討
（3）「資料部門」に関する検討・必要事項

①資料の諸形態を歴史的学問，知識領域別に検討
②�資料要求の把握とそれに対応する資料の弁別，

選択，提供方法の検討
③調査・研究の諸方法の概観
④一次，二次情報源の探索方法
⑤レファレンスサービスの理解と実行方法
⑥�レファレンスサービスに必要な資料の理解と利
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用法
（4）「整理部門」に関する検討・必要事項

①�利用者の概念体系・使用言語・記号，表明形式
の把握

②�情報源としての資料の内容分析および発表形式
の理解

③検索の諸形式の検討と理解
④検索方式の実例による経験
⑤索引作成およびファイルの構成
⑥情報の変換方式
⑦�情報源および変換された情報の蓄積方式，およ

び③，④の理解にもとづく，蓄積方式に応じた
検索方式

（5）「管理部門」に関する必要事項
①�コミュニケーションのための社会的施設の種類

と特性（現状の把握）
②�図書館，インフォメーションセンターなどの現

状および関係法令の紹介
③経営および管理の原則
④原則の適用例
⑤�図書館，インフォメーションセンターなどの業

務分析，および業務内容の基準設定
⑥組織方法
⑦財務的知識
⑧分析，評価方法

（6）科目に関する必要事項
①�基礎部門の「図書館史」における，理念として

の図書館史，一つの図書館としての歴史，図書
館の組織・機能・技術としての歴史の区別

②�基礎部門の「青少年と図書館」での館種別図書
館の機能から，情報の生産者，利用者の特性の
観点

　藤川は，「設置基準に応じて 4 部門でそれぞれコ
アと見なされる要素をやや詳細に列挙したわけであ
るが，これでコア・カリキュラムが編成されたわけ
ではない。ただ各コースで最低限必要と思われる要
素を述べたに過ぎない。」と述べている19）。

3. 4　図書館教育セミナーのアプローチ
　藤川は，セミナーでの議論をもとに，コア・カリ

キュラムを編成するためには，基本的なアプローチ
を定めなければならないとして，「図書館学教育基準」
の基礎部門に次の内容を設けることを提案している

（以下，アプローチという）。アプローチでは，情報の
生産（表現），流通，利用というサイクルを社会的
情報伝達の観点から対象として捉えようとする方向
性が示されている20）。

（ⅰ）情報・知識の本質

（ⅱ）情報・知識の生産過程

（ⅲ）�情報・知識の伝達（知識の選択，蓄積も含めて，言

語，論理などの側面およびコミュニケーションの手

段，方法などを検討する）

（ⅳ）�情報・知識内容の把握（i，ii を敷えんし，かつ主

題領域の特性を取り上げる）

（ｖ）�情報源（資料）の利用者特性および利用法の展望お

よび開発状況

（ⅵ）�利用に応ずる情報源（資料）の処理方法（従来のあ

らゆる検索方式の展望および基本問題を討議）

（ⅶ）利用のための組織，機構の経営・管理

　藤川は，上の内容が「図書館学教育基準」の基礎
部門に組み入れられれば，資料，整理，管理という
個別部門を総括的に関連づけられ，内容としてのコ
アが定まり，コア・カリキュラムの編成が可能にな
るとまとめている。神本光吉は，これらの内容を図
書館学概説の中に包含するのも一方法であると捉え
ている21）。

3. 5　まとめ
　セミナーは当初，コア・カリキュラムを作成する
ために，既存の「図書館学教育基準」を用いて取り
組んだが，科目名，単位数については示すことがで
きなかった。他方，藤川は，セミナーでの議論をも
とに，図書館学教育におけるコア・カリキュラムに
関する考え方として藤川提言をまとめることができ
た。セミナーは「図書館学教育基準」を分析してい
るが，セミナー案を作成する際にこれらを参考にし
た形跡は見られない。
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4．科目案の比較

　本章では，藤川提言（1967）とセミナー案（1967），
その後にコア・カリキュラムを検討した科目案と藤
川提言とを比較・分析する。また，セミナー案が作
成される際に「図書館学教育基準」（1950）が再考
されているので，これとの比較・分析も行う。

4. 1　セミナー案との比較
　「図書館学教育基準」の基礎部門に，藤川のアプ
ローチ（3. 4 参照）を組み入れることでセミナー案
となるが，これと藤川提言（3. 1 参照）とを比較し，
その到達度を調べた。表 3 は，セミナー案が藤川提
言に到達しているかどうかを示したものである。
　コアの規定（A）は行われず，アプローチを提案
するだけに留まっている。何らかの科目名，単位数
を定めることによって，めざすところのコア・カリ
キュラムに少しは近づけると考えられている。基礎
部門が設けられているが，基礎的知識，原理，方法

（B）という三つの明確な区別は設けられていない。
各部門の合計単位数が示されているだけで，個々の
科目の単位数は示されていない。施設，教員数（C）
については明示されている。講習科目の科目名と同
じもの，類似したものはあるが，単位数には縛られ
ておらず，講習科目 15 単位を否定（D）している。
アプローチの部分で細かく定められており，細部事
項の除外（E）は否定されている。従って，藤川が
めざしたものに到達しているのは，（D）の講習科
目 15 単位の否定のみである。

4. 2　「図書館学教育基準」との比較
　セミナー案を作成するにあたり，「図書館学教育
基準」案が再考されていることから，藤川提言と「図
書館学教育基準」とを比較した。表 4 は「図書館学
教育基準」が藤川のめざしたものに到達しているか
どうかを示したものである。
　基礎部門，資料部門，整理部門，管理部門の四つ
の部門に分けた上で科目名を設定しているが，コア
の規定（A）は行われていない。基礎部門は設けら
れているが，原理と方法（B）は示されていない。
部門ごとの大きな括りでの単位数は示されているが，
科目名ごとの単位数の設定は行われていない。目的
を達成する上で必要な施設，教員数は示されている

（C）。目的が「図書館学教育はあらゆる図書館の機
能達成及び活動に対し必要適切な学術を教授研究し，
併せて社会の進展に資するための応用能力を展開せ
しめること」と定められており，公共図書館の専門
的職員である司書だけを養成することを目的として
いない。従って，基準そのものに明記はされていな
いが，講習科目 15 単位の否定（D）をしている。
コアの規定が行われていないが，応用的側面（E）
としての関連科目が「広く人文・社会・自然・応用
科学の諸科目から選択して設定する」22）とあるよう
に，大きな枠組みの中で示されている。

4. 3　委員会試案との比較
（1）改善委員会の目的・活動
　日図協は，1963 年に図書館職員養成の望ましい
あり方を示すために改善委員会を設置した。委員長
は深川恒喜（日図協教育部会長）であった。公共図書

（A）コアの規定 ×

（B）基礎的知識，原理，方法の構成 ×

（C）単位数，施設，教員数の規定 △

（D）講習科目 15 単位の否定 ○

（E）�コアの規定を前提とした応用的側面，細部
事項の除外 △

○：到達している　△：到達していない項目もある
×：全く到達していない

表 3　セミナー案の到達度

（A）コアの規定 ×

（B）基礎的知識，原理，方法の構成 △

（C）単位数，施設，教員数の規定 △

（D）講習科目 15 単位の否定 ○

（E）�コアの規定を前提とした応用的側面，細部
事項の除外 △

○：到達している　△：到達していない項目もある
×：全く到達していない

表 4　「図書館学教育基準」の到達度
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館のみではなく，大学図書館，専門図書館，学校図
書館の職員養成をめざし，公共図書館，大学図書館，
特殊専門図書館，学校図書館からなる四つの小委員
会を設けた。小委員会のメンバーは，大学教員と図
書館管理職の 7～9 人で構成されている。改善委員
会は，1964 年 6 月に「図書館学教育改善委員会（小

委員会）中間報告」（第一次中間報告）を発表した。
1965 年 3 月に第一次中間報告に対するアンケート
調査の結果として「図書館学教育改善委員会第二次
中間報告」を発表した。同年 6 月に委員会試案を含
む『図書館学教育改善委員会報告』を刊行し23），9
月に『図書館雑誌』で委員会試案を発表した24）。
（2）委員会試案の概要とコアとなる共通的科目
　対象は四年制大学と短期大学である。「図書館学科」
を中心とし，「図書館学の課程」も想定している。
コアとなる共通的科目（必修科目20単位）が定められ，
その上に「公共図書館専門職員の養成に必要な図書
館学教育の課程」をはじめとした，大学図書館，学
校図書館，専門図書館を含む四つの館種別図書館職
員の養成課程の案が作成されている。コアとなる共
通的科目を基礎として，適宜科目を加えて開講する
ことが提案されている。「公共図書館管理論」「大学
図書館管理論」「専門図書館概論」といった科目の
みならず，館種別の履修コースも設けられている。
　コア科目となる共通的科目は次の通りである。

　基礎部門　図書館学概論（2 単位）

　　　　　　図書，図書館史（4 単位）

　資料部門　図書館資料論（4 単位）

　整理部門　資料組織論（4 単位）

　�（資料組織論では，1 単位を 30 時間とすることが望ま

しい）

　管理部門　図書館経営（2 単位）

　奉仕部門　図書館奉仕論（4 単位）

　図書館学実習（2 単位）

（3）委員会試案との比較
　藤川提言と委員会試案とを比較し，委員会試案が
どこまで到達しているかを調査した。表 5 は，委員
会試案が藤川提言に到達しているかどうかを示した
ものである。

　委員会試案では，コアとなる共通的科目を定めて
おり，コアの規定（A）が行われている。基礎部門で，
図書館学概論，図書，図書館史を設定していること
から，基礎的知識（B）を得ることは可能であるが，
原理，方法については定められていない。単位数（C）
については定められているが，「資料組織論では，1
単位を 30 時間とすることが望ましい」と記載され
ており，大学教育に適した単位設定が行われていな
い。施設，教員数については言及されていない。講
習科目 15 単位の否定（D）については明記されて
いないが，館種別の履修コースが設定されており，

「大学における図書館教育の課程編成についての諸
類型」の「図書館学科」として実施する場合，「「図
書館学教育基準」に準拠して」と明記されており，
講習科目 15 単位について否定されていることがわ
かる。コアの規定を前提として，応用的側面，細部
事項の除外（E）については定められていない。

4. 4　LIPER案との比較
（1）目的
　LIPER の目的は，LIPER 報告書とその研究分担
者であった根本彰（慶應義塾大学）によって述べら
れている。2004 年 5 月に，図書館情報学教育を抜
本的に見直した上で，改善する方策を探ることを
LIPER の目標としていると述べている。また，こ
れまでの歴史と現状を実証的に把握した上で，説得
力のある提言を行うことが必要であり，最終的に積
極的な政策提言を行うことを目標とするとも述べて
いる25）。同年 12 月には，館種を越えた図書館情報
学の共通の基盤を探ることをこころがけ，公共図書
館だけに限定しない養成制度とカリキュラムを作成

（A）コアの規定 ○

（B）基礎的知識，原理，方法の構成 △

（C）単位数，施設，教員数の規定 △

（D）講習科目 15 単位の否定 ○

（E）�コアの規定を前提とした応用的側面，細部
事項の除外 ○

○：到達している　△：到達していない項目もある
×：全く到達していない

表 5　委員会試案の到達度
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することを目的としたいと述べている26）。これら
のことから，LIPER の目的は次の 4 点にまとめる
ことができる。

①�これまでの図書館学教育の歴史と現状を実証的
に把握する。

②図書館学教育を抜本的に改善する方策を探る。
③説得力のある積極的な政策提言を行う。
④�館種を越えた図書館職員の養成制度とカリキュ

ラムの作成を行う。
（2）LIPERの研究活動
　1998～2000 年にアメリカ図書館情報学教育協会
が行った，米国とカナダの図書館情報学カリキュラ
ムの包括的な研究であるKALIPER（Kellogg-ALISE 

Information Professionals and Education Reform 

Project）プロジェクトに影響を受け，2003～2006
年に LIPER の調査・研究が行われた。メンバーは
約 30 人で，上田修一（慶應義塾大学）を研究代表者
とし，根本ら 9 人が研究分担者となった。図書館情
報学教育班，公共図書館班，大学図書館班，学校図
書館班の四つの班に分かれて，調査・研究が行われ
た。図書館情報学教育班は，日本の図書館情報学教
育機関の教育目標，カリキュラム，教育体制等の多
様性に関する認識を共有し，調査・分析の留意点を
検討した。さらに図書館情報学，司書課程の現状を
把握することを研究目標とした。公共図書館班では，
公共図書館職員がどのような知識や技術を重視し，
知識・技術の獲得に対してどのような認識を持って
いるのかを明らかにすること，大学図書館班では，
日本の大学図書館職員の位置づけと今日の大学図書
館職員に求められる専門的知識・技術は何か，それ
らを修得するための学習機会とはどのようなものか
を明らかにすること，学校図書館班では，「学校内
情報メディア専門家」の実現可能性を探ることが目
的とされ，調査・研究が行われた27）。
（3）LIPER案の概要
　2004 年 12 月に行われた意識調査をもとに，2006
年に LIPER 報告書において次のように LIPER 案
が報告されている28）。

①�公共図書館の専門的職員を養成するという現在
の省令科目の位置づけでは，それ以外の図書館

の職員や情報専門職の養成のためには教授内容
が不十分である。

②�そのため，LIPER では図書館情報学の標準的
なカリキュラム案を作成し，そのなかに司書の
養成も合わせて位置づけることにした。「情報
専門職」を養成する際に省令科目では不足して
いる。

③ �LIPER 案は，基本的に大学院で実施すること
を前提にしているが，同時に学部での司書養
成への適用も可能とする。

④ �LIPER 案を作成する上で最初にカリキュラムの
コアとなる領域を特定し，「図書館情報学基礎」

「情報利用者」「情報資源組織化」「情報メディア」
「情報サービス」「情報システム」「経営管理」「デ
ジタル情報」の八つをコア領域とした。

⑤�コア領域と並んで主題や情報メディアの形態，
利用者という観点から特定できる個別情報領域
を設定した。

⑥�公共図書館，大学図書館，学校図書館の三つの
領域を設定し，それぞれの領域で必要と思われ
る科目を検討した。

（4）LIPER案との比較
　藤川提言と LIPER 案とを比較し，LIPER 案が
どこまで到達しているかを調査した。表 6 は，
LIPER 案が藤川提言に到達しているかどうかを示
したものである。
　①は公共図書館だけではなく，館種を越えた図書
館職員の養成（D）をめざしている。さらに公共図
書館以外の図書館職員養成のための教授内容が不十
分であることも認識されている。②は講習科目 15
単位の否定（D）をした上で，館種に共通したコア・

（A）コアの規定 ○

（B）基礎的知識，原理，方法の構成 ×

（C）単位数，施設，教員数の規定 ×

（D）講習科目 15 単位の否定 ○

（E）�コアの規定を前提とした応用的側面，細部
事項の除外 ○

○：到達している　△：到達していない項目もある
×：全く到達していない

表 6　LIPER案の到達度
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カリキュラムの作成（E）をめざしている。③は，
LIPER 案の対象は大学院修士課程とし，それを学
部で適用することが述べられている。④は，具体的
に「図書館情報学基礎」ほか八つをコア領域として
設定（A）している。これらが実際に図書館職員を
養成するための科目名に発展する可能性もある。⑤
は，コア領域と並んで主題等から特定できる個別情
報領域を設定した応用的な領域を示しているが，具
体的には示されていない（E）。⑥は，公共図書館，
大学図書館，学校図書館の三つを領域として設定し
ており，館種を越えた図書館職員の養成（D）をめ
ざしている。具体的には挙げられていないが，必要
と思われる科目も検討されている。従って，藤川提
言と比較した場合に，到達できているのは，（A）
コアの規定，（D）講習科目 15 単位の否定，（E）応
用的側面，細部事項の除外である。講習科目を否定
した上で，公共図書館以外の館種別図書館職員の養
成をめざし，具体的にコア領域を示している点は画
期的である。

4. 5　まとめ
　本章では藤川らがめざしたコア・カリキュラムと
その後のコア・カリキュラムが設定された科目案，
セミナー案を検討する際に再考した図書館学教育科
目案を比較・分析した。藤川提言の 5 項目に到達し
たかどうかを，到達している場合（○）を 2 点，到
達していない項目もある場合（△）を 1 点，全く到
達していない場合（×）を 0 点として点数化した。
その結果，セミナー案は 4 点，「図書館学教育基準」
は 5 点，委員会試案は 8 点，LIPER 案は 6 点とな
った。藤川らがめざしたコア・カリキュラムに最も
近いものは委員会試案であることがわかった。セミ
ナー案は，「図書館学教育基準」の再考した上に検
討されたものであるが，講習科目15科目の否定（D）
が一致しただけである。LIPER 案にはコアの規定

（A）が設定されているが，藤川提言を基準とした
場合，後退している。何もない中で，コア・カリキ
ュラムについて検討・作成するよりも，藤川提言を
参考にすることで，より実現可能なコア・カリキュ
ラムに近づく可能性がある。委員会試案，LIPER

案共に過去の文献を参考にしていない。

5．考　　察

　本章では，1950～1960 年代初めの図書館学教育
におけるコア・カリキュラムに関する議論の意義と
課題，セミナー，セミナー案の意義と課題について
考察する。

5. 1　議論の意義と課題
（1）藤川私案の意義
　藤川は，図書館学教育におけるコア・カリキュラ
ムについて「一再ならず問題とされながら」と述べ
ているが29），1950 年代でコア・カリキュラムにつ
いての意見を述べているのは，藤川のみである。
1950 年代は，講習科目が制定されて間もない頃で
あり，これを実際に用いて公共図書館の専門的職員
である司書を養成することに多くの時間と力が注が
れたと推察される。そのため，図書館学教育におい
て多くの問題点があること，図書館学教育における
コア・カリキュラムの検討が必要であることは認識
されながらも，具体的な対策は行われず，その場限
りの意見を述べるだけで終わったものと考えられる。
このような状況下で，図書館学教育におけるコア・
カリキュラムを戦後初めて検討した藤川の姿勢には
意義がある。
（2）浜田私案の意義
　浜田は藤川と同様，セミナーの出席者である。セ
ミ ナ ー は，1963 年 5 月 11・12 日，1963 年 9 月～
1964 年 1 月の間に 5 回開催されているが，浜田は
セミナーが開催されなかった期間（1963年6月～8月）

の 1963 年 7 月に私案を発表している。従って，セ
ミナーが開催される以前から，浜田は図書館学教育
におけるコア・カリキュラムについての構想を練っ
ていたと考えられる。個人としては，藤川が私案を
発表して以降初めてのコア・カリキュラムに関する
意見であり，意義がある。「コミュニケーション」「図
書館実習」については，「図書館学教育基準」の影
響を受けた可能性がある。他方，「情報」に関する
科目の設定は浜田が初めてであり，アプローチは情
報伝達の観点から示されているため，浜田の意見が
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反映・影響した可能性がある。
（3）経験を活かす意義
　前述した通り，藤川，浜田共にセミナーの出席者
であり，出席者 18 名のうち 2 名がコア・カリキュ
ラムを作成する経験をしたことには意義がある。そ
の経験から，コア・カリキュラムを作成する上での
方法，課題，メリット，デメリット等をセミナー出
席者と共有することができた可能性がある。また，
両者共に慶應義塾大学の教員であることから，当該
大学内で図書館学教育におけるコア・カリキュラム
の作成，公共図書館に限定しない館種別図書館職員
の養成が必要であるという共通の考え方があったと
も考えられる。
（4）課題
　浜田は，藤川私案に対する意見を述べておらず，
その後，藤川私案，浜田私案，藤川提言に対する意見
は述べられていない。図書館学教育におけるコア・
カリキュラムを検討・作成する際には，これまでど
のようなコア・カリキュラムが作成されたのかを十
分に検討する必要がある。その中で，活かせるとこ
ろは活かし，問題点については対策を練ることで，
少しずつではあるが，よりよい図書館学教育におけ
るコア・カリキュラムへと近づくことができる。

5. 2　セミナー，セミナー案の意義と課題
（1）意義
　図書館法が改正され，新しい制度が制定された後
に，戦後初めて組織としてコア・カリキュラムを作
成しようとしたセミナーの姿勢には意義がある。そ
れまでに，藤川，浜田が私案としてコア・カリキュ
ラムを提案しているが，組織団体としては戦後初め
てである。
　藤川は，コア・カリキュラムに関する討議だけに
終始せずに初めて論文としてまとめ，世に問う形を
とったことにも意義がある。論文とすることで，後
にコア・カリキュラム，さらには科目案を検討・作
成する際に大いに参考にすることができる。
　コア・カリキュラムを考える上で，既存の科目案
である「図書館学教育基準」を用いたことにも意義
がある。何もない状態で最初から考えるよりも，時

間的にも労力的にも節約できる。できるところから
取り掛かり，改訂を何度か繰り返すことで，図書館
学教育においてめざすべきコア・カリキュラムを作
成できると考えられる。
　様々な立場からのセミナー出席者であるがために，
意見をまとめることは非常に困難であった中，あえ
て意見をまとめ，コア・カリキュラムを作成しよう
とした試みにも意義がある。セミナー案の作成に終
わり，コア・カリキュラムとしての具体的な科目名
等を示すことはできなかったが，コア・カリキュラ
ムを検討・作成する上でのアプローチ，藤川提言と
いう方向性，考え方を示すことができた。
　藤川提言を示すことができたことにも意義がある。
コアの規定（A），基礎的知識，原理，方法の構成（B），
単位数，施設，教員数の規定（C），講習科目 15 単
位の否定（D），コア規定を前提とした応用的側面，
細部事項の除外（E）という 5 つの考え方は，今後，
図書館学教育の科目案，コア・カリキュラムの検討・
作成をする上で参考になる。
（2）課題
　既存の「図書館学教育基準」を用いたものの，セ
ミナーとして大学の授業に適した実現可能な科目案
を示せなかったのは課題であった。大学の授業に適
した科目案にするには，具体的な科目名，単位数を
示す必要がある。「図書館学教育基準」の基礎部門
にアプローチを組み入れることで，アプローチにあ
る情報，「図書館学教育基準」にある資料，整理，
管理という個別部門を総括的に関連づけられると藤
川は述べているが，アプローチは考え方，方向性を
示すものであり，授業に活かすことは困難である。
　セミナー案に対する議論が行われなかったことも
課題であった。実現するには困難な科目案ではあっ
ても，議論を重ねることで，セミナーとしての科目
案まで発展する可能性は大いにあったと考えられる。
　様々な立場からの意見をまとめることは非常に困
難であったことが確認できるが，大学関係者だけに
限定せずに，現場である公共，学校図書館関係者の
意見も参考にする必要があった。そうすることで，
議論はより深まったと考えられる。論文として発表
されているからには，討議で終わらせずに，藤川の
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論文に対し，図書館界が何らかの意見を述べる必要
があった。
　その後，委員会試案，LIPER 案と図書館学教育
におけるコア・カリキュラムが発表されたが，藤川
提言を積極的に参考にしている科目案はなかった。
そのため，科目案を作成する段階において，同じ作
業を繰り返すことになった可能性がある。

6．結　　論

　以上のことから，1950～1960年代におけるコア・
カリキュラムに関する議論，セミナー，セミナー案
について，次のような結論を導くことができる。
（1）コア・カリキュラムに関する議論
　1950～1960 年代のコア・カリキュラムに関する
意見は 2 点と少ない。藤川は，図書館学教育におけ
るコア・カリキュラムについて何度も問題とされた
と述べているが，これらは議論の上での意見であり，
ほとんど論文には発展しなかった。1950 年に戦後
初めて講習科目が制定され，これを用いての公共図
書館の専門的職員である司書の養成に，時間的にも
労力的にも力が注がれたこと，そのために図書館学
教育にコア・カリキュラムが必要であることを認識
しながらも，これに関して議論し，論文を作成する
までの余力がなかったことが原因である。このよう
な状況の中，藤川と浜田が論文の中で私案を発表し
たことは，今後図書館学教育のカリキュラムを検討・
作成する上で非常に重要である。1950～1960 年代
のコア・カリキュラムに関する考え方は，館種別図
書館職員の養成と図書館学に限定しない学問として
の幅広さの追究がテーマとされていた。
（2）戦後初めてのコア・カリキュラム
　戦後初めてコア・カリキュラムに関して検討する
セミナーが開催され，セミナー案とそのコア・カリ
キュラムが作成されたが，アプローチと「図書館学
教育基準」とを組み合わせることでセミナー案とし，
コア・カリキュラムの具体的な科目名等は示されな
かった。むしろ，藤川提言の方にコア・カリキュラ
ムの方向性，考え方が示されており，今後のコア・
カリキュラムを作成する場合，有益である。他方，
セミナー案，藤川提言に対する活発な議論，コア・

カリキュラムに関する継続的な議論は行われなった
ことが指摘できる。図書館界がこれらに対して何ら
かの意見を述べていれば，コア・カリキュラムに対
する議論が少しは高まり，図書館学教育，大学の授
業に適した実現可能なコア・カリキュラムの作成に
つながった可能性がある。継続的な議論が行われな
かった要因の一つとして，セミナー案が発表された
約1年後に講習科目の1回目の改定（1968）が行われ，
図書館界および司書を養成している日本の大学全体
が図書館法にもとづく司書養成に一層関心を持った
ことが考えられる。
（3）その後の科目案への影響
　セミナー案は既存の「図書館学教育基準」を参考
にしているが，その後発表された科目案においては，
藤川提言を積極的に参考にした姿勢は見られない。
考え方として受け継いだところもあるが，過去の文
献を調査しなかったために，これまでどのような図
書館学教育におけるコア・カリキュラムに関する議
論が行われていたのかも把握できていなかった。今
後，図書館学教育におけるコア・カリキュラムを作
成・検討する際には，藤川私案，浜田私案，藤川提
言等の，1950～1960 年代における図書館学教育の
コア・カリキュラムの議論を十分に把握した上で取
り組む必要がある。

7．おわりに

　本稿では，1950～1960 年代の図書館学教育にお
けるコア・カリキュラムについて検討し，委員会試
案，LIPER 案，セミナー案に影響を与えた「図書
館学教育基準」との比較・分析を行った。今後は，
本稿で取り扱わなかった，1970 年代から今日まで
の図書館学教育におけるコア・カリキュラムに関す
る考え方とその変遷について検討する。
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